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研究成果の概要（和文）：幼児期の保育の質が幼児期から小学校低学年時期に与える影響を検討するため、４歳
から小学校２年生までの４年間を２４園３コホート合計１２４４名の園児を対象に、語彙力、科学的推理、協働
性、自己調整に関する縦断研究を行い、園の保育の質との関連性を検討した。その調査結果として,①４歳児時
期の園の保育の質が、小学校１，２年時期の語彙（言語）能力の発達を予測すること、②科学的推理に関しても
５歳時点で園の保育の質により子どもの発達に違いがあること、ただしその差は小学校入学後にはなくなるこ
と、③協働性と自己調整能力の発達においては園間において、４歳から５歳への発達に伴う伸びに差があること
が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：To ezsamine the effects of quality of ECEC seettings on children's 
development from 4-years'old to the 2nd grades, the longitudinal data of 1244 children's congnitice 
(vocanulary and sicentific reasoning) and non cognitive development (collaboration and 
self-reguilation) has been collected  in 24 ECEC settings. The quality of these seetings has been 
evaluated by using ECEC quality scale that were originally developed. The results showed as follows:
①quality of ECEC settings at four-year old class predicts the chilren's vocaburary develoment at 
１st and ２nd grade.　②The quality of ECEC effects on five year-old children' scientific reasoning 
ability, but the differences were dissapered after entering school.③ There are diffrences of 
children's growth of non-cognitive e development between ECEC settings. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1.研究開始当初の背景 

(1) 世界各国において保育の質がその後の小
学校へ適応だけではなく、生涯にわたる 21

世紀型スキル等の獲得の基盤となることが
示されている。そして、幼児期への公的投資
によって教育効果や社会的返報性が高いこ
とが示され、恵まれない子供たちへの人生早
期の公的投資の重要性が指摘されている（例
えばヘックマン,2015）。 

(2) また 2010 年代半ばより、世界各国で実施
されている長期縦断研究知見をさらにメタ
分析をして、何がどの程度の影響力を持つの
かを明らかにする流れも生まれてきている。
特に３－５歳において自己調整(制御)力や自
分が行動主体であるという主体性の感覚が、
さまざまな領域を超え生涯にわたる成果に
つながることが明らかになっている。 

(3) しかしながら、わが国では幼児期から児
童期への縦断研究を保育の質との関連で問
い大規模に行った研究はない。幼小連携の接
続や移行時期だけに焦点を当てた研究や、個
体の発達に対するマクロな環境の与える影
響を検討する調査は実施されてきた。しかし、
園という集団保育の場の効果を検証した検
討はなく、そのために日本の保育の質に、み
あった独自の保育の質指標開発も実施され
ていない。 

 

2.研究の目的 

(1)上記の背景状況を踏まえ、本研究では,第
１に、日本の保育プロセスの質を捉える保育
の質尺度、また環境を通しての教育という日
本の教育の特徴を捉えるための保育環境の
質尺度を開発することを目的とする。 

(2) そして第２の目的に、それらの新たに開
発した尺度を用いて、４歳児から小学校２年
生までの幼児期から児童期の移行期に当た
る時期４年間での子どもの発達に、保育の質
が与える影響を検討することである。 

特に今回検討する子どもの発達に関して
は、長期的に学業達成に影響を与えると先行
研究から言われている語彙量、また思考や推
理の発達を捉えるために科学的推理力と言
う認知発達の側面、そして非認知能力や学び
に向かう力と近年言われている自己調整能
力および協働性の側面を捉える。その発達に
保育の質が与える影響を、全国の広い地域に
おいて、明らかにすることにする。 

 

3．研究の方法 

(1)保育の質評価スケールの開発に関して 
保育の質スケール：既存の尺度 (ECERS,  
Harms et al., 1998; SICS, Laevers, 2005; 
CLASS, Pianta et al., 2008 など)および、
幼稚園教育要領、保育所保育指針を参考に、
保育観察評定（全 73 項目、内言語に関する
項目 5項目、5 段階評定）と保育環境評定（全
41 項目、内言語に関する項目 3項目、5 段階
評定）の項目を作成した。 

そしてこれらの尺度を実際に用いて保育

観察を行い評定に当たるに際しては、(a) 遊
びに取り組む中で「一人」、「友達と」、「先生
と」行動する場面における子どもの姿を観察
評定すること、(b) 「学級全体での行動」、「生
活行動をする場面での行動」にも視点をあて
ることと言う場面選定を分類区分しプロセ
スの質評定を行った。 
保育環境の評定：クラス、廊下、園庭などの
様子を写真に撮り、どのような環境の構成が
具体的に行われているかを見る評価尺度を
作製した。この開発過程において、写真から
保育環境の質を振り返る、「写真評価法
（ Photo Evaluation Method of Quality: 
PEMQ）」を開発した。この評価法は、上記の
(1)(2)を目的とする調査研究とは独立して、
さらに各地で園内研修や初任者研修等を行
い、その意義や効用を確認し冊子として原稿
をまとめた。 
(2) 保育の質評価調査協力園：全国の５地域
(関東、東海、近畿、中国、九州)の 25園(公
立・私立の保育園、幼稚園、こども園)と,そ
れらの園から、子どもたちが実際に進学する
公立小学校において、ご協力をいただいた。
特に公立の園、学校での実施に当たっては、
各自治体当教育委員会あるいは担当課にご
説明に上がり、了解を得て行った。 
(3) 研究協力児：上記協力園に通う幼児に関
しては、当該年度の特定の担任の影響等を統
制し、園としての保育の質の安定的要因の影
響をみることが本研究のねらいである。その
ため、以下のように３コホート(異なる年度
２か年)において同一園で２回調査をすると
いう形で、４歳から小学校２年（第３コホー
トは小学校１年生）までの４年間の調査を２
か年継続して行う形をとった。計１２４４名
の園児への個別面接調査を、各地域でテスタ
ーを募りトレーニングを行って一致率等を
確認したうえで実施した。 
Table 1 コホート別調査の方法 
 
 
 
 

 
(4) 発達に関する調査内容と調査方法： 
Ａ語彙能力：タブレット端末をインターネッ
トに接続したり、ノートパソコンを用いたり
して、ATLAN によって語彙能力を測定した。
また語彙能力とあわせて、インタビューによ
って、子どもの文字や本に関する意識や行動
に関わるデータを収集した。 
Ｂ科学的思考力：科学的事象に関する写真を
見ながら、質問に答える形式の質問紙を作成
した。内容は、生物科学・地球科学・物理科
学という３領域を設定した。そして、思考発
達の種類として、因果課題（ある現象に対し
てその原因を推測する課題）と類推課題（あ
る現象に対して知識の転用を行う課題）の２
つを設定し、その課題遂行について得点化を
行うとともに回答内容の質を分類する基準



を作成して発達を検討した。 
Ｃ 協働性と自己調整能力：これら２能力を
調査するための課題として、子ども達 3 人組
でパターンブロック課題を完成させる課題
を考案した。そしてその課題解決の様子を観
察し、作成した評価規準表の観点について、
評価を行った。その基準表は恊働性 10 項目
ならびに自己調整 7 項目の尺度は，EPPE
（Sammons,et.al,2003,2004a,2004b）の発達
3 段階尺度それぞれ 40 項目と，柏木（1988）
の尺度 41 項目をもとに作成した。そしてそ
の場とあわせてビデオで遂行を確認し、特に
特徴的な方略や手順、会話など分析の観点を
決定し、その方略等の発達を検討した。 
４．研究成果 
 上記の調査方法で収集をした４年間のデ
ータを分析して、以下のような結果を主な結
果として得た。なお、コホート全体の各変数
をすべて捉えた解析に関しては、分析検討中
であり、今後論文化して研究発表予定である。 
(1) 保育の質の園間による差に関して 
保育の質尺度、保育環境の質尺度に関して２
年間２回の結果は以下のグラフのように園
による違いがみられた。 
Fig.1 保育の質尺度得点の園間の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 園における保育の質に関して 
 

 
Fig.2 保育環境の質尺度の園間による相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 言語能力(語彙力)について 

まず、語彙能力に月齢が与える影響を検討
した。その結果、４歳、小１，小２において
月齢による語彙力の発達に違いがみられる
ことを明らかにした。 
 次に、保育の質と語彙発達の関係に関して
は、分析手続として保育の質（観察評定・環
境評定）評定値の平均を基に高低に分け、両
方高い「高群」、どちらかが低い「中群」、両
方低い「低群」の 3 群間で小 2の語彙得点平

均に差があるかを検討した。一要因の分散分
析を行った結果、差は有意であり（F（2,301）
＝5.11,p<.01）、多重比較を行ったところ、
高群と低群、高群と中群との間に有意差があ
った（高群 M=36.59,SD=4.90,中郡 M=34.59,SD
＝5.35,低群 M=34.21,SD=4.66）。中群と低群
の間の差は有意ではなかった。5 歳時点の保
育の質も同様に小１、小２との関係を分析し
たところ有意ではなかった。幼児期（4歳時）
において、園の保育の質評定が全般的に高か
った園の子どもは、小学校 2 年生の語彙得点
が高いことが明らかになった。また５歳児か
ら小１への語彙の伸びをみると、5 歳児の語
彙量が伸びに影響を与えることが見られた。 

さらに小 2 の語彙得点と小 1・小 2 の言語
意識、小 1・小 2 の自宅学習とが関連してい
るかを検討するために相関分析を行ったが
有意な相関はみられなかった。小 1と小 2の
言語意識（r =.404, p<.001)、小１と小 2 の
自宅学習（r =.444, p<.001）には、低い正
の相関がみられた。以上の結果から、4 年間
という調査期間で幼児期、中でも４歳時期の
保育の質が特に高い園は、小学校低学年の語
彙力に影響する可能性が示唆された。 
(3)科学的推理に関して 

2011年度に 4歳児であった第 1コホートは
449 名（男児 220 名、女児 197 名）、2012 年
度に 4歳児であった第 2コホートは 630名（男
児 279名、女児 258名）での分析を実施した。 
２コホートそれぞれの年齢時における得点
の推移は,以下の図に示した通りである。4 歳
児と 5歳児の得点間の t検定を行ったところ、
両方のコホートで有意な差がみられた（第
１： t=-15.364,df=388,  p.<000  第２：
t=-13.917,df=487, p<.00）。一方、6歳児(小
１)と 7 歳児(小２)では第１コホートにのみ
有 意 な 差 が み ら れ た
（t=-5.768,df=319,p<.00）。 
Fig.3 科学的推理得点の年齢別変化 
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第２コホートの 7歳児は対象数が少ないこと
が影響していると考えられる。科学的思考は
年齢によって発達することが示された。 
 保育の質（観察評定と写真評定）は、それ
ぞれ高低 2群に分け、各年齢の科学得点との
分散分析を行った。その結果、第１コホート
において、写真評定の 4歳児得点に有意な差
がみられ（F(1,290) =5.847, p<.05）、観察



評定において、５・６歳児の得点に有意な差
がみられた（5 歳 F(1,290)=13.20, p<.00,6
歳 F(1,331)=6.824, p<.01）。これは、写真評
定が保育室内の環境を評定するものである
ため、幼児の科学的思考得点に大きく影響せ
ず、日々の保育内での幼児の行動観察を行っ
た観察評定が影響したと考えられる。また、
この影響は卒園後 6歳児にまで影響している
可能性が考えられる。しかしながら、第 2コ
ホートでは,同じような結果とはならなかっ
たため、コホート間の違いの影響も考えられ
る。この点は更なる分析検討が必要である。 
(3) 協働性及び自己調整能力 

2012 年 1 月～2013 年 3 月に東京・愛知・
兵庫・広島・福岡の 8 幼稚園・9 保育所の計
17 園と，13 小学校で調査を実施。調査した
子ども 392人のうち，調査データが 3年間全
て揃っている 245（15 園，12 小学校）を今回
の分析対象とし、参加児 245 人（男児 133 人，
女児 112 人）の協働性・自己調整力・言語発
達調査結果を 4 歳児と小学校 1 年生の時点
での高得点群，中得点群，低得点群を 25 名
（約 10％）抽出して分散分析を行った。そし
て 15 園，12 小学校を対象としたビデオデの
協働問題解決過程の分析を行った。 

結果として 4 歳児，5 歳児，1 年生にかけ
て協働性，自己調整力の年齢毎の推移と全体
分布を箱ひげ図で表したのが以下である。      
Fig.4 協働性の平均得点の加齢による変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig.5 自己調整能力平均得点の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
4 歳児から小学 1 年生までの変化を見ると，
協働性・自己調整力はいずれも伸びているこ
とがわかる。しかし，その伸び方については，
全体としては 4歳児から 5歳児にかけては収
束するような形で伸びていき，就学した時に，
伸びにばらつきが見られることが示された。
4 歳児時点で、協働性や自己調整力が高い子
どもは，5 歳児時点で一旦得点が低下し，そ
こからそのまま横ばいになりその後若干の

伸びを見せるようになった。この結果は、4
歳児から 5歳児にかけての保育経験がその後
の成長を一様に保証するものではないこと
を示唆している。 

一方，小学 1 年生時点で協働性や自己調整
力で高い点を得た子どもたちは，4 歳児時点
での出発点は低くても，5 歳児、小学 1 年生
と次第に伸びる傾向にあった。4 歳児時点で
他児に比べて得点が高かった子どもたちが，
なぜこのような経過をたどったかは，本調査
からは明らかとなっていないが、周りの成長
に比べて，自分の方略がうまくいかなくなる
と感じたり，あるいは 4歳児時点で出来てい
たことが出来なくなっていることなどが考
えられる。 一方，小学 1 年生で協働性・自
己調整力が高い子どもは，4 歳児当初は平均
的なレベルであっても，保育の経験が後の成
長に活かされたとも言える。 
 園における保育の質については、本課題が
小グループでの問題解決であることから、そ
のグループ編成の影響以上に園の保育の質
による明確な違いを、観察評定及びビデオ解
析から見出すことはできなかった。ただし、、
園によって、どのような解決方略を採ること
ができるかという点で質的に一部の園では
違いが表れていた。この点は、保育の質全般
ではなく、今後協働や自己調整に特に関与す
る質項目等の関連を検討するなどのことが
今後さらに必要になるであろうと考えられ
る。 
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